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神奈川県予算に対する要望 
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日頃より、横浜市政の推進にあたり格別の御高配、御協力をいただき、改めて深く感

謝申し上げます。このたび、平成 29 年度予算編成に向けた横浜市としての要望事項を

取りまとめましたので、御検討のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

現在、日本のあらゆる自治体は、少子高齢化・人口減少社会の到来という社会構造の

大きな変化に直面しており、また円高の影響などにより、我が国の経済の先行きは不透

明な状況にあります。こうした社会経済上の課題を克服するため、国は８月、一億総活

躍社会の実現、子育て・介護の環境整備、女性活躍推進、観光振興、地方創生などの「未

来への投資を実現する経済対策」を打ち出しました。 

横浜市としても、これらの課題を解決し日本の社会経済の発展をけん引していくため、

「横浜市中期 4 か年計画 2014～2017」のもと、「人も企業も輝く横浜」の実現に向けた

施策・事業を推進しています。国とも緊密に連携し、計画に掲げる取組の推進、成果の

創出をもって、国や内外の諸都市の成長にも貢献していく決意です。 

 

平成 29 年度は、この中期４か年計画の最終年度であり、総仕上げの年です。また５

月には「第 50 回アジア開発銀行年次総会」が横浜で開催され、2019 年のラグビーワー

ルドカップ、2020 年のオリンピック・パラリンピック東京大会へ向けた準備も本格化し

ます。 

県と市はこれまでも、「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」をはじ

め、医療、エネルギー、スポーツをはじめとする様々な分野で連携し、成果を創出して

きました。互いに厳しい財政状況にありますが、市民・県民の生活や企業活動等を最も

重視する視点から費用負担を適切に分担しあうなど、一層の連携・協力による施策・事

業の推進が必要と考えます。 

 

この要望書では、平成 29 年度予算編成に向けて、現在の県制度の改善を求める事項、

そして県と市が一層連携、協力して進めていかなければならない事業について、県と市

の役割やこれまでの経緯を踏まえ、とりまとめています。 

この趣旨を御賢察いただき、平成 29 年度の予算編成にあたり、御理解と御協力を賜

りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

平成 28 年 12 月 
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番号 事 業 名       県所管局 説 明 

1-(1) 地域医療構想の実現に向

けた取組の推進 

【新規】  （医療局） 

保健福祉

局 

いわゆる“団塊”の世代が全て75歳以

上になる2025年に向けて、医療需要が増

加する中で、患者の病状に応じた質の高

い医療を効率的に提供する体制を確保

するため、神奈川県は地域医療構想を策

定しました。その中で必要病床数の推計

を行ったところ、本市では2025年におい

て約７千床が不足すると推計されると

ともに、その後も入院患者数は2040年ま

で増え続ける見込みとなりました。 

この推計を踏まえ、本市では必要病床

数の確保に向けて様々な取組を進めて

いるところですが、病床数の総量は、県

が策定している医療計画の基準病床数

により規制されているため、市内に新た

な病床を整備することは困難です。 

つきましては、平成30年度からの次期

医療計画において、2025年の必要病床数

を基準病床数に反映できるよう、県から

も国に働きかけていただきますようお

願いします。 

また、必要病床数が反映された医療計

画が策定されたあかつきには、不足する

病床を整備していくことが必要不可欠

です。そこで、必要となる医療機能の確

保に向けて、「地域医療介護総合確保基

金」における病床の新規整備に対する補

助制度の創設を要望します。 ※横浜市域の基準病床数：22,190床（2016年３月末時点）

※報告病床数の合計欄は、病床機能未選択の228床を含む

1 横浜市の現状・地域特性 

2 横浜市の将来像 

○人口・患者数の将来推計

○2025年における病床数・在宅医療等の必要量

3 2025年のあるべき医療提供体制を目指すための課題 

○病床機能の分化及び連携の推進

○地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの推進に向けた在宅医療の充実

○医療従事者の確保・養成

4 2025年のあるべき医療提供体制を目指すための施

策の方向性 

【地域医療構想における横浜市の必要病床数】 

【基準病床数と必要病床数の比較】 

【地域医療構想の位置づけ】 

2025年の
必要病床数

①

2014年の
報告病床数

②

差引
②－①

高度急性期 4,187床 6,311床 2,124床
急性期 10,687床 10,067床 △620床
回復期 8,883床 1,939床 △6,944床
慢性期 6,398床 4,390床 △2,008床

合計 30,155床 22,935床 △7,220床

＜地域医療構想の骨子（横浜市分）＞ 

○基準病床数＝現時点における病床の必要量を、全国統一

の算定式により二次医療圏ごとに算定 

○必要病床数＝将来の病床の必要量を、全国統一の算定式

により地域医療構想区域ごとに算定 
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番号 事 業 名       県所管局 説 明 

1-(2) 県市連携の強化による子ど

もの貧困対策の推進 

（こども青少年局） 

県民局  「子どもの貧困対策の推進に関する

法律」（26年１月施行）においては、

国及び地方公共団体の関係機関相互の

密接な連携のもと、子どもの貧困対策

を総合的に行うとされています。 

 県は27年３月に「神奈川県子どもの

貧困対策推進計画」を策定し、本市で

も、国の大綱や県計画を踏まえ、子ど

もや家庭に直接関わることのできる基

礎自治体としての取組を市計画として

本年３月にまとめ、国や県と一体とな

って子どもの貧困対策を推進していま

す。 

子どもの貧困対策に積極的に取り組

む県・市が、一体となって実効性の高

い施策を展開することは、他の自治体

の対策や国全体の取組をけん引するこ

とにつながります。 

つきましては、県の計画と関連のあ

る本市の施策に対する補助制度の創設

を要望します。 

また、県の計画の施策の柱建てにも

ある「教育の支援」や「生活の支援」

は、子どもの貧困対策の中でも重要な

テーマであることから、給付型奨学金

制度の創設や子どもの学習支援等に対

する国庫補助の充実に関する要望につ

いて、県・市が連携して取り組むこと

を要望します。 

【子どもの貧困対策の推進に関する法律（抄）】 

第二条2 子どもの貧困対策は、国及び地方公共団

体の関係機関相互の密接な連携の下に、関連分

野における総合的な取組として行われなけれ

ばならない。 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、子

どもの貧困対策に関し、国と協力しつつ、当該

地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施す

る責務を有する。 

【子どもの貧困対策に関する計画策定に伴う他自治体の取組状況】

自治体名 開始年度 内容 28予算額

東京都 28年度
いわゆる「子ども食堂」などのひとり親や貧困状態のこど
もを支える取組を市町村がＮＰＯ等に委託した場合に、都
が人件費や材料費を補助することで、活動を支援する。

84百万円

沖縄県 28年度

○基金創設による市町村事業への支援
○基金総額30億円（28～33年度）

毎年度の積立金は一般会計歳入歳出予算で定める額
○うち27億円は市町村交付、３億円は県事業に活用
○対象事業は子どもの貧困対策に関する独自事業・

職員配置、就学援助の充実など。

271百万円
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番号 事 業 名       県所管局 説 明 

1-(3) 次世代自動車の普及・促進

に向けた充電インフラの

整備【新規】 

（環境創造局・ 

温暖化対策統括本部） 

 

産業労働

局 

次世代自動車の普及・促進に向けて、

FCV普及の基盤となる水素ステーション

については、県市協調のもと整備が進め

られていますが、EV・PHV 普及の基盤と

なる充電器の整備は、引き続き重要なテ

ーマとなっています。 

こうした中、国は、28年３月の「EV・

PHVロードマップ」において、2020年の

普及台数及び充電器にかかる新たな目

標をとりまとめました。その中で、分か

りやすい場所に計画的に設置する最適

配置の考え方を徹底するため、都道府県

の充電器整備計画の見直しが示されて

います。 

本市では、既に次世代自動車の普及・

促進に積極的に取り組んできておりま

すが、このたびの国・県の動き等をふま

えながら、普及・促進に向けた取組を進

めていく予定です。 

つきましては、県下の充電器整備計画

を盛り込んだ「神奈川県次世代自動車充

電インフラ整備ビジョン」の見直しにあ

たって、本市域への整備計画をしっかり

と盛り込んでいただくよう要望します。

あわせて国に対し、充電インフラの普及

に向けた制度や予算の充実について、

県・市が連携して取り組むことを要望し

ます。 

【国、県、市の動き】 

 

〇国（経済産業省）

〇本市

〇神奈川県

「EV・PHVロードマップ（H28.3策定）」
・EV・PHVの普及台数を最大100万台（2020年）
・地域におけるこれまでの経緯や実状を勘案し

た、都道府県の充電器整備計画の見直し

「神奈川県次世代自動車充電インフラ整備ビ
ジョン（H27.3作成）」
・経路充電を幹線道路沿いに整備、目的地充電を

観光地や商業施設等を中心に整備
・急速充電器（目標）636箇所（2016年）
⇒「EV・PHVロードマップ」をふまえて、28年
　に見直しを実施（2020年までの目標設定）

「横浜市中期４か年計画（2014～2017）」
・次世代自動車普及台数(目標)6,000台(2017年)

（2015年度末時点　4,147台）
⇒国や県の動きをふまえ、引き続き次世代
　自動車の普及を促進
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番号 事 業 名       県所管局 説     明 

 1-(4) 小児医療費助成の県助

成対象の学齢期への引

き上げ 

（健康福祉局） 

県民局 子育て世代の支援は、将来にわたって活

力ある社会をつくっていくために、国・地

方を問わず、重要な施策となっています。

保育所整備等の待機児童対策、放課後児童

健全育成事業等の留守家庭児童対策など

が、その代表的な施策ですが、近年、特に

制度の充実が進められている施策が小児

医療費助成です。 

本市では、市民からの強い要望を受け、

平成6年度の助成開始以降、これまで徐々

に対象を広げ、小学校３年生までとしてい

た通院助成を、平成29年４月からは、小学

校６年生にまで対象を広げます。特に、小

学校４～６年生に助成対象を拡充するに

あたっては、制度の持続可能性を確保する

観点から、通院１回の負担上限額を500円

までとし、本人負担を軽減するところで

す。県下では、全ての自治体におきまして、

学齢期の児童を対象とした通院助成を実

施している状況を踏まえますと、安心して

子どもを病院に連れていくことができる

制度を確保することは、県民全体の強い要

望であるといえます。 

つきましては、現在、未就学児までを対

象としている県の通院助成について、県及

び県下市町村が、制度面・財政面で互いに

連携しあって、県民の子育て支援をすすめ

ていくという観点から、学齢期まで助成対

象に広げることを要望します。あわせて、

国における施策の充実に関する要望につ

いて、連携・協力の強化をお願いします。 

県小児医療費助成制度 

 ■ 対象年齢と助成範囲 

就学前まで    通院・入院 

小1から中学卒業まで 入院 

 ■ H28県予算額 

    4,041百万円 

 

横浜市小児医療費助成制度 

 ■ 対象年齢と助成範囲 

（H27.10月～H29.3月） 

    小３まで       通院・入院 

    小４から中学卒業まで 入院 

  （H29.4月～） 

    小６まで       通院・入院 

    中学卒業まで     入院 

 

 

 ■ H28本市予算額 

   9,141百万円 

うち県補助金1,801百万円 
 
 
 小６まで県通院費助成が拡大された場合 

     県補助金2,841百万円 

 

 

《参考》県下市町村の状況（通院助成の場合） 

  ・ 中学卒業まで 13市町村 

  ・ 小6まで  16 〃 

  ・ 小4まで   1 〃 

  ・ 小3まで   3 〃 

  （横浜市、川崎市は29.4から小6まで拡充） 

  (H28.10.17現在) 
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番号 事 業 名       県所管局 説     明 

1-(5) 政令市と他の市町村と

の補助較差是正 

（健康福祉局、財政局） 

総務局 

県民局  

保健福祉

局 

県の社会保障関係補助事業の中には、政

令市とその他の市町村とで補助率や補助対

象の取扱いに較差を設けているものがあり

ます。 

県の財政状況が厳しいことは承知してい

ますが、本市をはじめとする県下の政令市

も、大変厳しい状況にあることに変わりは

ありません。社会保障施策の伸びは、市税

収入の伸びを上回っており、財源確保が急

務となっています。また、税負担の根幹で

ある“受益と負担”という観点からすると、

横浜市民として、同様に県民税を負担して

いるにもかかわらず、政令市に在住してい

るというだけをもって補助較差が設けられ

ているという現状には、理解が得られるも

のではありません。 

こうした中で、平成26年4月に消費税率が

8％に引き上げられ、県におかれましては、

その増収分を「保育・教育にかかる給付」

や「地域医療介護総合確保基金」など、社

会保障の充実の財源等に活用されていると

認識しています。しかし、「社会保障施策

の安定・充実」という「社会保障・税の一

体改革」の趣旨を、県下市町村においても

実現していくことを考えたとき、長年積み

残されてきた補助較差是正について、是非、

ご検討いただきたいと考えるところです。 

つきましては、補助較差是正に向けた検

討に着手されるよう、強く要望します。 

1/3(16年度から)
1/2(16年度から)

1/4

1/3

1/3(18年度から)
1/2

対象外
1/3
1/2

※平成7年度から当事業を実施していますが、
平成9年度の県補助制度開始以来、補助対象外
とされています。本市は県内他都市と比して
支給者数が格段に多いにもかかわらず、全額
が市費負担となっています。

(2)小児医療費助成事業

(3)ひとり親家庭等医療費助成事業

(1)重度障害者医療費助成事業

①政令市

②その他市町村

③その他市町

①政令市・中核市
②その他市町村

①政令市・中核市
②その他市町村

①政令市
②中核市

(4)在日外国人高齢者・障害者等福祉
   給付金支給事業

※平成14年度までは県内全市町村への補助率
は1/2であったが、平成15年度から補助格差が
設定されています。

※平成15年度まで県内全市町村への補助率は
1/2であったが、平成16年度から補助格差が設
定されています。

※昭和60年度から県補助率が縮減され、平成
10年度以降は、政令市とその他市町村の補助
格差が設定されています。
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番号 事 業 名       県所管局 説      明 

2-(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療提供体制と地域包括

ケアシステムの構築の推

進【新規】 

（健康福祉局、医療局、

医療局病院経営本部） 

 

保健福祉

局  

住み慣れた地域で医療・介護を受けつ

つ、自分らしい暮らしを人生の最後まで続

けることができるようにするためには、病

床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推

進、医療・介護従事者の確保等、「効率的

かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地

域包括ケアシステムの構築」が急務の課題

です。 

具体的には、引き続き質の高い医療機能

を確保するとともに、地域において診療所

の医師が在宅医療に積極的に取り組める

環境整備などを着実に進めることが必要

です。また、在宅生活を支える介護事業所

の整備を進めるとともに、慢性的に不足し

ている介護人材の確保についても迅速な

対応が求められています。 

これらの課題に対応するために設置さ

れた地域医療介護総合確保基金を活用し、

地域特性をふまえ、きめ細やかに対応する

ために、基金の対象事業の拡充を要望しま

す。 

【介護従事者等の確保・養成】 

(1) 福祉人材確保事業 

（要望額62百万円 補助対象事業費の10/10） 
＜参考＞介護従事者の状況 10万対（H25） 

神奈川県：1,283.8人 全国平均：1,341.5人 

市内事業所、関係団体と連携しながら、福祉人材不足解消の

ため、市民向けの就職相談会や、介護職に関する啓発、資格習

得支援、介護事業所への研修等を実施し、新たな従事者の確保

及び就業支援並びに定着促進に取り組みます。 

 

【在宅医療・介護サービスの充実】 

(2) 看護小規模多機能型居宅介護転換 

推進費補助事業 

（要望額33百万円 補助対象事業費の10/10） 
＜参考＞事業所数（H28） 

県内29か所（うち市内12か所） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所は、医療と介護を一体的

に提供でき、医療ニーズの高い高齢者の在宅生活を支えるサー

ビスとして有効です。既に安定した運営をしている小規模多機

能型居宅介護事業所を看護小規模多機能型居宅介護事業所へ転

換させることで、より整備が促進されるものと考えております

ので、転換推進費の助成を行います。 

〔29年度整備予定：6事業所（補助上限額 5,589千円／事業所）〕 

【質の高い医療の提供】 

(3) 市民病院再整備事業 

（要望額 103百万円） 
 ＜参考＞総事業費（予定額） 426億円 

市民病院は、がん診療、小児・周産期医療のほか、災害時医

療、感染症医療などの非常時の医療も含めた幅広い政策的医療

分野において広域的・中核的な役割を担う病院として再整備を

進めています。地域医療構想の具現化に向け、32年度の開院を

目指して、29年度に建設工事に着手します。 

 

地域医療介護総合確保基金 

病床機能の分化・連携、在宅医療・介護の推進、

医療・介護従事者の確保等のために、消費税増

収分を財源として設置 

基 金
国と都道府県の負担割合

２／３、１／３

都道府県計画

（基金事業計画）

市町村計画

（基金事業計画）

都
道
府
県

市
町
村

事業者等（医療期間、介護サービス事業者等）

申

請

申請

提出

消費税財源活用国

提出

交

付

交付

交付

交付
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番号 
事 業 名       県所管局 説     明 

2-(2) 「ラグビーワールドカ

ップ2019」事業 

 （市民局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ

局 

平成31年（2019年）に日本で開催される

「ラグビーワールドカップ2019」では、横

浜国際総合競技場で決勝戦が開催されま

す。本大会を成功させるため、本市と県は

共同して着実な準備を進めているところで

す。 

本大会は、世界三大スポーツ大会の一つ

と言われ、平成14年に本市でも行われた

「2002FIFAワールドカップ」と同規模の大

会であり、アジア地域では初めての開催で

す。さらに、本大会の決勝戦は、横浜国際

総合競技場で開催されます。 

平成29年度は、大会成功に向けた横浜国

際総合競技場の整備・改修、大会２年前イ

ベント等の実施などを進めます。 

つきましては、本大会が感動と興奮の舞

台となるよう、本市と県が連携・協力しあ

い、大会の盛り上がり・機運の醸成に向け

た広報・啓発、開催都市としての費用負担

などを計画的に進めていくことを要望しま

す。 

 

 

＜開催概要＞ 

大会名称：ラグビーワールドカップ2019 

主  催：ワールドラグビー 

開催期間：2019年（平成31年）９月20日から 

11月２日まで（約６週間） 

試合数 ：48試合 

試合会場：国内12会場 

（横浜市・神奈川県 

 / 横浜国際総合競技場 72,327人） 
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番号 事 業 名       県所管局 説      明 

2-(3) 特別支援学校の整備 

（教育委員会事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育局 

 

 特別支援学校への就学・転入学を希望す

る児童生徒が増加し、県立・市立ともに、

特別支援学校の過大規模化が大きな課題と

なっています。 

県におかれましては、18年３月に取りま

とめられた「養護学校再編整備の在り方に

ついて」の報告書において、横浜地域を養

護学校の設置が必要な優先地域の一つとし

て取り上げていただき、25年度の県立横浜

ひなたやま支援学校の開設や市立特別支援

学校の改修費助成など、対応いただいてお

ります。 

本市としても、25年度の市立若葉台特別

支援学校開設、市立中村特別支援学校の改

修や小中学校への個別支援学級の設置な

ど、対応を強化してきました。さらに、27

年度からは、肢体不自由特別支援学校の再

編整備に着手しています。 

つきましては、横浜北部方面特別支援学

校の平成32年度の開設に向け、整備計画を

引き続き着実に進めるとともに、本市で進

めている肢体不自由特別支援学校の再整備

に際し、旧左近山第二小学校の改修年度に

応じた予算措置が図られるよう、要望しま

す。 

 

【県補助スキーム】 

（補助対象事業費 - 国庫支出金 - 横浜市起債額）×1/2 

 

本市で進めている肢体不自由特別支援学校の

再整備（概要） 

■ 市立の肢体不自由特別支援学校全てで、軽度
から重度までの児童生徒を受け入れ 

《参考》 

・市立肢体不自由特別支援学校の現状 

軽度の児童：上菅田 

重度の児童：北綱島、中村、若葉台、東俣野 
 
■ 旧左近山第二小学校の改修 
・スケジュール 

H28年4月～H29年11月：設計 

H30年1月～H31年2月 ：工事 

H31年4月：開校 

・概算事業費 約24億円 

H29:約1億円（うち県費 100万円） 

H30:約23億円（うち県費 6,000万円） 

 

■ 居住地に近い特別支援学校での就学 

概ね1時間以内での通学の実現 

 

国費 市債
一般
財源

県費

補助率1/2

補助対象事業費
 

麻生養護学校
中原養護学校

川崎市

町田市 青葉区
□

都筑区
鶴見区

港北区

緑区 □

神奈川区

旭区

三ツ境養護学校
大和市

瀬谷区 保土ケ谷区 西区

中区

横浜ひなたやま支援学校 南区

戸塚区
磯子区

港南区

藤沢市 金沢養護学校
鎌倉養護学校

栄区

鎌倉市 金沢区

逗子市

横須賀市
は肢体不自由・知的障害併置校

泉区

北綱島特別支援学校

県立横浜北部方面

特別支援学校（仮称）

上菅田特別支援学校

左近山特別支援学校（仮称）

東俣野特別支援学校

中村特別支援学校

若葉台特別支援学校

【凡例】 肢体不自由

知的障害

病弱

視覚・聴覚障害

市立

県立・国立

私立

 

＜横浜市域及び周辺の主な特別支援学校の状況＞ 
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番号 事 業 名       県所管局 説     明 

2-(4) 市民病院再整備事業 

（医療局病院経営本部） 

 

保健福祉

局 

市民病院では、将来にわたって高度で良

質な医療を提供し続けるため、平成32年度

の開院を目指して再整備を進めています。

27年度までに基本設計を完了し、28年度は

実施設計を行っており、29年度には建設工

事に着手いたします。 

新たな市民病院は、がん診療、小児・周

産期医療などのほか、災害時医療、感染症

医療などの非常時の医療も含めた幅広い

政策的医療分野における広域的・中核的な

拠点として整備する予定であり、その際に

は県のご協力も必要不可欠と考えていま

す。 

 

①三位一体改革によって公立病院の施

設・設備整備に対する国の補助は廃止さ

れ、県に税源移譲されています。加えて、

平成26年度には県に「地域医療介護総合

確保基金」が設置されました。つきまし

ては、「地域医療介護総合確保基金」に

おける新規事業化など、国が補助を行う

民間病院の整備等と同様の補助制度の

創設について要望します。 

②市民病院は県から指定を受けた感染症

指定医療機関であり、県内唯一の第一種

感染症指定病床を有しています。 

新病院においても引き続き県全域の感

染症医療を担っていくにあたって、国の

補助と合わせて県の支援を要望します。 

 

 

 
①公立病院の施設・設備整備に対する国の

補助金が県に税源移譲されたことを踏まえ

た新たな補助制度の創設 
 

【29年度事業費総額】 

255百万円（うち県補助額 95百万円） 

※県補助額は、民間病院に対する国の補助制度や、 

他県の補助制度における補助率を踏まえ積算。 

【主な対象施設】 

地域がん連携拠点施設、周産期医療施設、災害 

拠点病院施設等 

 

②第一種・第二種感染症指定医療機関整備

に対する補助 
 

【29年度事業費総額】 

57百万円（うち県補助額 8百万円） 

※県補助額は、第一種・第二種感染症指定医療機

関の整備にかかる事業費に対する国庫補助と

同額。 

【主な対象施設】 

第一種感染症病床２床、第二種感染症病床24

床、患者搬送専用エレベーター等 

【市民病院再整備事業の概要】 
①政策的医療の拠点、②市民の健康危機管理の拠点

（災害医療や感染症など）、③地域医療全体の質向

上のための拠点としての役割を発揮するとともに、

病院と公園の機能を活かし、一帯のにぎわいの創出

を図ります。 

〇病床数：650床 〇延床面積：約60,000㎡ 

〇外来患者数：1,200人／日程度 

〇標榜診療科：現在の診療領域を維持 

〇事業費（予定額）：426億円 

～要望する財政措置スキーム～ 
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番号 事 業 名       県所管局 説     明 

2-(5) 防災・減災に向けた取

組の推進 

（総務局、財政局、 

建築局） 

総務局、 

県土整備

局 

本市では、平成25年度に、34年度の減災目

標を達成するための「横浜市地震防災戦略」

を策定し、建物倒壊による被害の防止や火災

による被害の軽減などに取り組んでいます。

その中でも、特に、建物倒壊等による被害防

止を重点施策の一つとして位置付け、住宅や

特定建築物の耐震化の取組を積極的に推進

しています。耐震診断の義務付けにより耐震

化の必要性が更に高まっており、県民・市民

の安全と県下の地震災害時の交通ネットワ

ークの確保には、この機会を捉えた耐震化の

促進が必要です。 

また、近年の台風や集中豪雨等による土砂

災害は、県民・市民の生活に著しい影響を及

ぼしています。このような状況を踏まえ、本

市としては、県と連携し、がけ地の対策を推

進しているところです。 

このように、県民・市民生活の安全を守る

ことは行政としての責務であり、この間も県

と市は協調して取組を進めてきましたが、今

後も、県と市がより一層連携して、防災・減

災の取組を進めることができるよう、以下に

掲げる取組について、引き続き、ご配慮をい

ただくよう要望します。 

【耐震化事業の促進】 

特定建築物耐震診断・改修促進事業 

木造住宅・マンション耐震事業 

耐震診断、改修設計、改修工事等に対する補助制度の自治体負担につい

て、引き続き、県と市が協調して取組を推進 

〔29年度 事業費：1,422百万円、県補助要望額：78百万円〕 

【がけ地対策の推進】 

 急傾斜地崩壊対策事業 

工事未着工区域の早期解消等、崩壊防止対策工事費の必要額の確保 

《本市域の状況：工事中：26か所、未着工：19か所(H28.3月末)》 

〔29年度 県予算要望額：967百万円、うち県負担額：773百万円〕 

【県超過課税の本市事業への配分】 

航空隊運営費 

消防団費（器具置場建設費、可搬式

小型動力ポンプ購入費等）等 

本市域内の県超過課税の税収額や、本市が進める防災減災対策事業、 

過年度の超過課税収入の本市への配分実績等を踏まえた適切な配分 

〔26年度市域内税収想定額：91億円 

本市への28年度市町村地域防災力強化事業費補助金配分額：2億円 

（この他、政令市道路整備費臨時補助金：2億円交付）〕 
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番号 事 業 名       県所管部 説      明 

2-(6) 県市協調で進めている

事業 

 

 以下の事業については、これまでも県と

市が協調して予算を確保し、事業を進めて

いるところです。 

平成 29年度も引き続き、県市協調で円

滑に事業が進められるよう要望します。 

 

（要望事業） 

  

県所管局 

 

説  明 事業費 

（百万円） 

うち 

県補助額 

（百万円） 

①市街地再開発事業 

（都市整備局） 

８７９ ４３９ 

 

県土整備

局 

 

 

 

 

 

 

 

民間活力を活用した市街地再開発事業の促

進を図るため、市街地再開発事業の施行者に対

する事業費の確保。 

 

① 東神奈川一丁目地区 

② 大船駅北第二地区 

③ 北仲通南地区 

②神奈川東部方面線 

 整備事業 

（都市整備局） 

７，１９４ ７，１９４ 

 

神奈川東部方面線整備にかかる事業者への

事業費の確保。 

③JR石川町駅南口バリ

アフリー整備事（民

間鉄道駅舎垂直移動

施設整備）【新規】 

（都市整備局） 

５２ 

 

    ８ 

 

JR石川町駅南口のバリアフリー化を行うた

め、エレベーター設置に対する補助金の確保。 

④都市基盤河川改修 

事業 

（道路局） 

３，３９３ 

 

１，１３１ 

 

本市が施行する河川改修に対する補助金の

確保。帷子川、今井川、和泉川など ６河川 

 

⑤地域防犯カメラ設置 

補助事業【新規】 

（市民局） 

３２ １８ 安全防災

局 

地域の防犯力向上を図るため、自治会町内

会・商店会に対し交付する、防犯カメラ設置に

かかる補助金の確保。 

(29年度：100台分、28年度：100台分) 
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番号 事 業 名       県所管部 説      明 

2-(7) 県施行の河川改修事業 

（道路局、都市整備局） 

県土整備

局 

 

台風や集中豪雨により市内河川が溢水

し、市民の生命や財産が危険にさらされる

浸水被害が依然として数多く発生してい

ます。 

本市では、治水安全度の向上に向けて積

極的に取り組んできましたが、河川の氾濫

等の災害から県民・市民を守るためには、

県施行河川における取組が不可欠です。 

 

① 交通の結節点であり、高度に業務・商

業施設の集積が進んでいる帷子川の下

流部では、平成１６年の台風２２号・

２３号で横浜駅周辺に甚大な浸水被害

が発生しました。 

残りの未整備区間のうち、まず横浜駅

周辺における治水安全度の早期向上の

ため、河川改修の促進を要望します。 

② 次に、境川及び柏尾川、大岡川、侍従

川につきましては、依然として治水安

全度が低いため、河川改修の促進、遊

水地の早期完成等治水対策の強化を要

望します。 

③ 鶴見川につきましても、さらに治水安

全度を向上させるため、河川改修の促進

を要望します。 
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